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ラドン散逸から見積もる大気電気パラメータの地震前駆変化

Changes of atmospheric electrical conditions due to preseismic radon emanation: theo-
retical approach
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地震前駆現象に関して，これまで多くの報告がなされてきた．例えば土壌中ラドン濃度や大気中のイオン濃度や大気
電場，そして電離層電子密度の変化が報告されている．近年の研究では，これらの現象を地圏・大気圏・電離圏を包括
した枠組み（地圏‐大気圏‐電離圏結合）でとらえようという試みがなされている．それらの研究の中で，大気電離作用
を有するラドンの異常散逸が地圏‐大気圏‐電離圏結合を駆動する要因の 1つとして注目されてきている．しかし，ラ
ドン異常散逸が大気電気パラメータにどの程度影響を及ぼすかについては明らかにされていなかった．本発表では，ラ
ドン異常散逸が引き起こしうる大気電気パラメータ（イオン濃度，伝導度，電場）変動量の計算結果について報告する．
計算は，1995年兵庫県南部地震前に測定された大気中ラドン濃度を用い，グローバル・サーキットにおける準静的過程
のもとでおこなった．その結果，下層大気ではイオン濃度と伝導度の上昇及び大気電場の低下が認められた．これは，下
層大気における地震前駆電磁気現象をラドン異常散逸により説明が可能であることを示している．他方，上層大気では
大気電気パラメータの変化は認められない．以上の結果は，地圏‐大気圏‐電離圏結合の枠組みの中で電離圏への影響
についても明らかにするためには，大気の準静的過程ばかりでなく電気力学的な遷移過程も考慮に入れてラドン放出の
影響を見積もる必要があることを示唆している．


